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世界各地の在外教育施設

地域別・就学形態別
子どもの数（義務教育段階）

中学校段階
小学校段階

海外の子ども（義務教育段階）の
数の推移

海外の子ども（義務教育段階）の
数の推移

○：日本人学校
●：補習授業校
◎：私立在外教育施設

（外務省：「管内在留邦人子女数調査」より）
※各年4月15日現在。ただし、平成6年以前は5月1日現在

19,340人
日本人学校
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我が国の国際的諸活動の進展に伴い、多くの日本人がその子どもを海外に帯同しています。
現在約６万１千人の義務教育段階の日本人の子どもが海外で生活しています。また、海外に
長期間在留した後帰国する子どもの数は平成19年度間には約１万１千人となっています。
我が国の主権の及ばない外国において、日本人の子どもが、日本国民にふさわしい教育を
受けやすくするために、政府は、憲法の定める教育の機会均等及び義務教育無償の精神に沿
って、海外子女教育の振興のために様々な施策を講じています。
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（注）「補習授業校」については、政府援助を受けているもののみ掲載。
円グラフ中「補習授業校＋現地校等」とは、補習授業校と現地校またはインターナショナルスクール等に並行就学する者をいう。
円グラフ中「現地校・その他」とは、在留当国児童生徒のための学校やインターナショナルスクール等のみに就学する者をいう。
子どもの数は、外務省「管内在留邦人子女数調査」による、平成20年４月現在の人数である。

16,754人
補習授業校+現地校等

25,158人
現地校・その他

海外子女教育について

○コロンボ

○ボンベイ

○
カラチ

○
ニュー･デリー

●カトマンズ

○

○ダッカ

○ヤンゴン

○
ハノイ

○広州

○ジャカルタ
○

バンドン
○

●ビエンチャン●
チェンマイ

●プーケット

○ペナン
ペラ●

シンガポール●
◎

ジョホール

クアラルンプール

○
○

早稲田渋谷
シンガポール校

●
ホーチミン

●

●
プノンペン

シラチャ
　　パタヤ

○
バンコク

●チェンナイ●
バンガロール

　

スラバヤ

○
イスラマバード

○

14,602人979人
日本人学校補習授業校+現地校等

8,246人
現地校・その他

合計23,827人

○ ○
ブダペスト

○



世界各地の在外教育施設

地域別・就学形態別
子どもの数（義務教育段階）

中学校段階
小学校段階

海外の子ども（義務教育段階）の
数の推移

海外の子ども（義務教育段階）の
数の推移

○：日本人学校
●：補習授業校
◎：私立在外教育施設

（外務省：「管内在留邦人子女数調査」より）
※各年4月15日現在。ただし、平成6年以前は5月1日現在

19,340人
日本人学校

●

●

●

サンチャゴ

アスンシオン

マナオス

カラカス

ボゴタ

モンテレー

メキシコ

グァテマラ テグシガルパ

パナマ

サン・ホセ

サン・サルヴァドル

グァダラハラ

アグアスカリエンテス

サントドミンゴ

キト

グアヤキル

リマ

ラパス

リオ・デ・ジャネイロサンパウロ
クリチバ

ブエノス・アイレス

○

○

○

●

○

○
○

○

○
○

○

○

○ ○

○

○ ●

●●

●

●

○
香港

○台北

○上海
●寧波

○杭州

蘇州
無錫南京

○青島

○大連
○ソウル

○釜山

○台中
○高雄

○マニラ

●セブ

○
コタキナバル

●
マカッサル

●
バリ

●瀋陽

●
○深

○
北京

○
天津

○●●

●

●

●

●
●
●
●●●

●

●

● ●
●

●●

●

●
● ●

●

●
●

●

●
●

●

●

●●

● ●●●
●

●
●

●●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

● ●

●

○

○

○ ニューヨーク
○ ニュージャージー
● ニューヨーク
● ニュージャージー
● プリンストン
● フィラデルフィア

◎

●●

●

●

◎

●●

●

●

●
●

●
●

●
●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

モントリオール ハリファックス
オタワ

トロント

ロンドン（CA）グランドラピッズ

●ウィスコンシン
バトルクリーク

インディアナ

フォートウェインミネアポリス
ミネソタ

サスカトーンエドモントン

カルガリー

ヴァンクーバー

シアトル

モーゼスレイク

ポートランド

ポート・オブ・サクラメント

サンフランシスコ
●
グロスマン・アカデミー

セントラルバレー

ロス・アンジェルス

ラスベガス

アリゾナ学園

エルパソ ダラス

バトンルージュ

ニューオルリンズ

メンフィス
リトルロック ハンツビル

バーミングハム

●ミシシッピ
コロンバス（GA）

オーランド

マイアミ

アンカレッジ

サイパン

グァム

ホノルル

聖学院アトランタ
アトランタ

中部テネシー

グリーンビルエリア
ローリー

シャーロット

セントラルケンタッキー

シンシナティ
リッチモンド（IN）

ブルーミントン・ノーマル

グレーター
ルイビル

サウス・カロライナ

イーストテネシー

エリザベスタウン
セントルイス

南インディアナ

シカゴ

ヒューストン

オースチン

マッカーレン

サンアントニオ

サンディエゴ
西大和学園
カリフォルニア

オマハ
●

アイオワシティ

カンザス・シティー
デンバー

コロラド

アーモスト

ワシントン

◎

慶應ニューヨーク

ボストン
ロードアイランドハートフォード

セントラル
　ペンシルベニア

ニューポートニューズ

リッチモンド（VA）

ウエストバージニア
コロンバス（OH）

ピッツバーグ
クリーブランドオハイオ西部

トリド
デトロイトバッファロー

ロチェスター

ハワイ諸島

マリアナ諸島

●

●

ポート・モレスビー

パラオ

●ケアンズ

●
ニューカレドニア

● クイーンズランド

●キャンベラ

●カンタベリー

● ウェリントン

● オークランド
●アデレード

◎ サウスクィーンズランドアカデミー

○シドニー

○パース●

●○
メルボルン

477人

11,779人

日本人学校

補習授業校+現地校等8,789人
現地校・その他

521人

136人

日本人学校

補習授業校+現地校等
661人

現地校・その他

151人
592人

日本人学校
補習授業校+現地校等

1,627人
現地校・その他

合計2,370人

合計1,318人

合計21,045人

総計61,252人

昭和60 平成2年 平成8年

（人）

平成14年平成13年 平成19年 平成20年
0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

14,205

44,099

58,340

12,246

38,546

50,792
12,462

39,584

52,046
12,443 12,779

41,36940,019

52,462 54,148
13,428

42,138

55,566

8,558

12,546 12,160

37,58036,790
29,453

38,011

49,336 49,740 14,629

44,480

59,109 15,089

46,163

61,252

我が国の国際的諸活動の進展に伴い、多くの日本人がその子どもを海外に帯同しています。
現在約６万１千人の義務教育段階の日本人の子どもが海外で生活しています。また、海外に
長期間在留した後帰国する子どもの数は平成19年度間には約１万１千人となっています。
我が国の主権の及ばない外国において、日本人の子どもが、日本国民にふさわしい教育を
受けやすくするために、政府は、憲法の定める教育の機会均等及び義務教育無償の精神に沿
って、海外子女教育の振興のために様々な施策を講じています。

●北東イングランド

マンチェスター

●スコットランド

●
ヨークシャ・
ハンバーサイド

●
● テルフォード

●

●ダブリン

ウェールズ
●ダービー

◎

◎

○◎

立教英国

ロッテルダム
ケント

レンヌ
エベイユ

リヨン
リヨン・ジェルラン

トゥールーズ

スイス公文

パリ
コルマール ミュンヘン

ドイツ桐蔭
シュツットガルト

ニュルンベルグ
アルザス
ハイデルベルクルクセンブルグ

ブラッセル
ティルブルグ

ジュネーブ

ロンドン

ブレーメン

アムステルダム
デュッセルドルフ

フランクフルト

ハーグ・
ロッテルダム

帝京ロンドン
◎●●

●

●
●

●

●

●
●

●

●

●
●

●●

●●

●

●
●

●

●

● ●
●
●

●

●

●

●
●

●

○

○

○

●

◎

○ ○

○
○

○
○

○

○プラハ

○

○

○

○

○

○

●

○

ベルリン
ベルリン中央●●

●オスロ

コペンハーゲン

ハンブルグ

ワルシャワ

ケルン
ボン

●

●

● ●

●

●

●
●

●

ブカレスト

ソフィア

アテネ（休校）

ウィーン
チューリッヒ

ミラノ
トリノ

コート・ダジュール
グルノーブル フィレンツェ

マルセイユ

ボルドー

フランス甲南学園
トウレーヌ

トウレーヌ

バルセロナマドリッド
リスボン

ポルト ローマ

●ヨーテボリ
●ストックホルム

●ヘルシンキ ●サンクトペテルブルク

○モスクワ

●

ノールパドゥカレー
マーストリヒト

●

●
ダマスカス

○リヤド

●クウェイト

○ テヘラン

○
カイロ ● アンマン

●アジズ・アベバ

○ジェッダ

○ナイロビ

● ハラレ

○
ヨハネスブルグ

●ダレサラム

●
チュニス

●ラバト

●
アクラ

●
アビジャン

●
○

アブダビ

○ドバイ

○●イスタンブル

オマーン

○
バハレーン

3,097人

3,124人

日本人学校

補習授業校+現地校等5,013人
現地校・その他

368人

76人

日本人学校

補習授業校+現地校等
369人

現地校・その他

124人

68人

日本人学校

補習授業校+現地校等453人
現地校・その他

合計11,234人

合計813人

合計645人

（注）「補習授業校」については、政府援助を受けているもののみ掲載。
円グラフ中「補習授業校＋現地校等」とは、補習授業校と現地校またはインターナショナルスクール等に並行就学する者をいう。
円グラフ中「現地校・その他」とは、在留当国児童生徒のための学校やインターナショナルスクール等のみに就学する者をいう。
子どもの数は、外務省「管内在留邦人子女数調査」による、平成20年４月現在の人数である。

16,754人
補習授業校+現地校等

25,158人
現地校・その他

海外子女教育について

○コロンボ

○ボンベイ

○
カラチ

○
ニュー･デリー

●カトマンズ

○

○ダッカ

○ヤンゴン

○
ハノイ

○広州

○ジャカルタ
○

バンドン
○

●ビエンチャン●
チェンマイ

●プーケット

○ペナン
ペラ●

シンガポール●
◎

ジョホール

クアラルンプール

○
○

早稲田渋谷
シンガポール校

●
ホーチミン

●

●
プノンペン

シラチャ
　　パタヤ

○
バンコク

●チェンナイ●
バンガロール

　

スラバヤ

○
イスラマバード

○

14,602人979人
日本人学校補習授業校+現地校等

8,246人
現地校・その他

合計23,827人

○ ○
ブダペスト

○



グアダラハラ補習授業校（メキシコ）
「補習校祭り」で全校生徒が御神輿を担ぎ、
日本文化を体験しました。

補習授業校はこんなところ
現地の学校や国際学校（インターナショナルスクール）に通学している日
本人の子どもに対し、土曜日や放課後などを利用して国内の小学校又は中学
校の一部の教科について日本語で授業を行う教育施設です。日本人学校と同
様、現地の日本人会等が設置運営主体となっています。昭和33（1958年）年
に米国のワシントンに設立されて以来、平成20年4月15日現在では、世界55
カ国に201校が設置されており、約１万7千人が学んでいます。このうち、一
部は、授業時数や授業科目が日本人学校に準じているもの（いわゆる「準全
日制補習授業校」）があります。
教育の特色としては、国語を中心に、施設によって算数（数学）、理科、社

会などを加えた授業が、国内で使用されている教科書を用いて行われています。

私立在外教育施設はこんなところ
国内の学校法人等が母体となり海外に設置した、全日制教育施設です。
平成20年５月１日現在、世界に10校が設置されています。
私立在外教育施設は、文部科学大臣から、国内の小学校、中学校、若し
くは高等学校と同等の課程を有する旨の認定又は、相当の課程を有する旨
の指定を受けており、私立在外教育施設の中学部の卒業者は国内の高等学
校の入学資格を、高等部卒業者は国内の大学の入学資格をそれぞれ有して
います。

シアトル補習授業校（アメリカ合衆国）
小学部6年生の社会科の授業です。

在外教育施設とは
在外教育施設とは、海外に在留する日本人の子どものために、国内の学校教育

に準じた教育を実施することを主たる目的として海外に設置された教育施設です。
在外教育施設は、「日本人学校」「補習授業校」「私立在外教育施設」の３つに分
けることができます。

日本人学校はこんなところ
国内の小学校又は中学校における教育と同等の教育を行うことを目的とす
る全日制の教育施設です。一般に現地の日本人会が主体となって設立され、
その運営は日本人会や進出企業の代表者、保護者の代表などからなる学校運
営委員会によって行われています。昭和31年（1956年）にタイのバンコクに
設置されて以来、平成20年４月15日現在では、世界50カ国・地域に86校が設
置されており、約１万9千人が学んでいます。
日本人学校は、文部科学大臣から、国内の小学校又は中学校と同等の教育
課程を有する旨の認定を受けており、日本人学校中学部卒業者は、国内の高
等学校の入学資格を有します。教育課程は原則的に国内の学習指導要領に基
づき、教科書も国内で使用されているものが用いられています。
また、最近の国際化の風潮により、ただ日本の勉強をするだけでなく、現
地の言葉や歴史、地理など現地事情に関わる指導を取り入れたり、現地校と
協力することにより、現地の子どもたちとの交流を積極的に進めるようにな
っています。また、「国際学級」を設け、外国人の子どもを受け入れている学
校もあります。現在、すべての日本人学校小学部において、英語・英会話な
どの外国語教育が実施されているほか、中学部においても教科としての英語
以外に英会話あるいは現地語の学習が行われています。

ブエノスアイレス日本人学校（アルゼンチン）
学習発表会で劇を行った時の様子です。

パリ日本人学校（フランス）
現地のポールフォー校の児童と一緒に、
工作や踊りを通して交流を行いました。
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海外から帰国した子どもたちに対し、国内の学校生活への円滑な適応を図るだけで
なく、帰国児童生徒の特性の伸長・活用など、海外における学習・生活体験を尊重し
た教育を推進する観点から以下の施策を実施。

１．帰国・外国人児童生徒受入促進事業の実施（平成20年度22地域）
２．帰国・外国人児童生徒教育及び国際理解教育担当指導主事等連絡協議会
３．国立大学・学部附属学校への帰国子女教育学級等の設置
※９大学 20 校
　（小学校７校、中学校 10 校、高等学校２校、中等教育学校１校） （平成 20 年度）
４．高等学校・大学入学者選抜における特別な配慮（帰国子女特別枠の設定等）
の要請
※国立教育政策研究所の高等学校転入学に関する情報　
URL http://www.nicer.go.jp/jmap/learn/Top.php?visit=t&type=11

※独立行政法人大学入試センターの大学入試に関する情報
URL http://www.heart.dnc.ac.jp/

５．学校教育におけるJSL（第２言語としての日本語）カリキュラムの開発･普及

海外に長期間（１年以上）在留した後、日本へ帰国した児童生徒数は、平成19年度間で
小学校、中学校及び高等学校等合わせて11,077人となっています。学校別では、小学校段階
の児童生徒数が最も多く、次に中学校、高等学校の順になっています。

出典：文部科学省「学校基本調査」

帰国児童生徒数の動向

(注)「帰国児童生徒」とは、海外勤務者等の子女で、引き続き１年を越える期間海外に在留し、各年度間帰国した児童生徒を言う。

帰国児童生徒教育に関する国の施策

海外から帰国した児童生徒について
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【在外教育施設に対するもの】

【海外の子どもに対するもの】

【その他】

海外子女教育に関する国の施策

１．日本人学校・補習授業校への教員派遣
文部科学省では、海外子女教育の重要性にかんがみ、日本人学校・補習授業校の教育の

充実を図るため、国内の義務教育諸学校の教員（主に公立学校の教員）を２～４年間世界
各地の日本人学校・補習授業校へ派遣しています。
ただし、補習授業校に関しては大規模な施設に対し、基幹的な役割を果たす教員を派遣

しています。
平成20年度の派遣教員等定数は1,335人です。

２．在外教育施設シニア教員の派遣

３．在外教育施設国際交流ディレクターの派遣
在外教育施設を拠点とした現地との交流の促進を図るため、平成20年度は7名を派遣して

います。
４．教材整備の推進
文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団を通して実施しています。

５．教員の資質向上のための施策
教員のための各種協議会・研修会・巡回指導を実施しています。

６．在外教育施設における安全対策

１.義務教育教科書の給与
海外に在留し、またこれから出国する義務教育段階相当年齢の子どもを対象として、国

内で最も多く採択されている義務教育教科書を給与しています。
２.通信教育の実施
文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団において実施しています。

３.教育相談の実施
文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団において実施しています。
URL http://www.joes.or.jp/sodanjoho/sodan.html

１.ホームページ「クラリネット」の開設
海外子女教育・帰国児童生徒教育等に関する情報の提供を行っています。
URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm

２.国際教育センターの設置
国立大学法人東京学芸大学に全国共同利用施設として設置し、海外子女教育や帰国児童

生徒教育等について専門的な研究を行っています。
URL http://crie.u-gakugei.ac.jp/

派遣教員 教育委員会
研修出張命令
（教特法22条３項）
（国内）給与の支給

日本人学校教員
（校長、教頭、教諭）の選考・委嘱

在勤手当・旅費等の支給

公用旅券の発給

［公立学校教員の場合］

教員の
推薦依頼

委託費
（国内給与負担）

推薦

連携・協力

文部科学省

外務省

　海外子女教育の充実に資するため、平成19年度から在外教育施設の派遣教員経験を有し、
かつ国内外で管理職としての経験を持つ退職教員を派遣しています。平成20年度は19名を
派遣しています。
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文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団を通して実施しています。

５．教員の資質向上のための施策
教員のための各種協議会・研修会・巡回指導を実施しています。

６．在外教育施設における安全対策

１.義務教育教科書の給与
海外に在留し、またこれから出国する義務教育段階相当年齢の子どもを対象として、国

内で最も多く採択されている義務教育教科書を給与しています。
２.通信教育の実施
文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団において実施しています。

３.教育相談の実施
文部科学省補助事業として、（財）海外子女教育振興財団において実施しています。
URL http://www.joes.or.jp/sodanjoho/sodan.html

１.ホームページ「クラリネット」の開設
海外子女教育・帰国児童生徒教育等に関する情報の提供を行っています。
URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm

２.国際教育センターの設置
国立大学法人東京学芸大学に全国共同利用施設として設置し、海外子女教育や帰国児童

生徒教育等について専門的な研究を行っています。
URL http://crie.u-gakugei.ac.jp/

派遣教員 教育委員会
研修出張命令
（教特法22条３項）
（国内）給与の支給

日本人学校教員
（校長、教頭、教諭）の選考・委嘱

在勤手当・旅費等の支給

公用旅券の発給

［公立学校教員の場合］

教員の
推薦依頼

委託費
（国内給与負担）

推薦

連携・協力

文部科学省

外務省

　海外子女教育の充実に資するため、平成19年度から在外教育施設の派遣教員経験を有し、
かつ国内外で管理職としての経験を持つ退職教員を派遣しています。平成20年度は19名を
派遣しています。



在外教育施設の認定制度について

【認定制度】
文部科学大臣が、在外教育施設の設置者の申請に基づき、在外教育施設が国内の小学校、
中学校又は高等学校の課程と同等の課程を有する旨の認定を行うもの

【設置者】
１．海外に在留する日本人が日本人の福利の増進を主たる目的として組織した団体
２．在外教育施設の設置を目的として申請施設の所在国の法令等に基づき設立される法人そ
の他団体で、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人が当該在外　
教育施設の設置運営について関与しているもの

３．１，２に準ずる団体

【認定の申請】
認定を受けようとする者は、申請施設の設置者の名称、住所、代表者の氏名及び申請施設
の名称を記載した申請書に、在外教育施設の認定等に関する規程第17条第１項各号に掲げ
る書類を添えて、文部科学大臣に申請する。

【変更の承認等】
１．認定施設の設置者は、名称、位置、設置者又は学則*を変更しようとする場合には、そ　
の変更の内容、理由及び時期を記載した書類を文部科学大臣に提出し、その承認を受け　
なければならない。
＊部科及び課程の組織に関する事項、教育課程に関する事項並びに収容定員及び職員組　
織に関する事項に係る部分の変更に限る。

２．認定施設の設置者は、校地、校舎、運動場その他直接教育の用に供する土地建物に関す　
る権利を取得し、若しくは処分しようとするとき、又は用途の変更、改築等によりこれ
らの現状に重要な変更を加えようとする場合には、あらかじめ、文部科学大臣に届け出
なければならない。

３．認定施設の設置者は、役員、校長若しくは教頭に変更があった場合又は授業料若しくは
入学料の改定があった場合には、遅滞なく、文部科学大臣に届け出なければならない。

【認定の取消し】
１．文部科学大臣は、認定施設が認定の基準又は運営の基準に適合しなくなったとき、認定　
を取り消すことができる。

２．認定施設の設置者は、当該認定施設の取消しを申請し、文部科学大臣がこれを承認する
場合には、認定の取消しを受けることができる。

在外教育施設の認定に関するＱ＆Ａ　　　　　

在外教育施設の認定制度が創設された経緯について、教えて下さい。

在外教育施設は、我が国が歩んできた急速な国際化の進展の中で、海外に在留する邦人
子女の教育施設として、重要な役割を担ってきています。
在外教育施設については、まず、認定制度の前身である指定制度が創設され（昭和47年）、
国内の中学校の課程に相当する課程を有する在外教育施設のうち、文部大臣の指定したも
のの修了者については、高等学校入学資格が認められることになりました。そしてこれに
続いて、在外教育施設に対する指定の対象が国内の高等学校の課程に相当する課程を有す
る在外教育施設に拡げられ、その修了者については大学入学資格が認められることになり
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○

○

○

○

Q

A

Q
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教育課程については、学習指導要領等の定めるところによるが、地域社会、
申請施設又は児童生徒の実態等から特に必要である場合には、弾力的取扱（一部につ
き特別の教育課程によること）ができる。（在外教育施設の認定等に関する規程第９条）
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【変更の承認等】
１．認定施設の設置者は、名称、位置、設置者又は学則*を変更しようとする場合には、そ　
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織に関する事項に係る部分の変更に限る。

２．認定施設の設置者は、校地、校舎、運動場その他直接教育の用に供する土地建物に関す　
る権利を取得し、若しくは処分しようとするとき、又は用途の変更、改築等によりこれ
らの現状に重要な変更を加えようとする場合には、あらかじめ、文部科学大臣に届け出
なければならない。

３．認定施設の設置者は、役員、校長若しくは教頭に変更があった場合又は授業料若しくは
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【海外子女教育関係連絡先】
◎文部科学省初等中等教育局国際教育課 03（5253）4111（代表）
◎外務省領事局政策課海外教育班 03（3580）3311（代表）
◎財団法人海外子女教育振興財団 03（4330）1341（代表）
◎国立大学法人東京学芸大学国際教育センター（全国共同利用施設） 042（329）7721（事務室）

発行：文部科学省　初等中等教育局国際教育課
〒100－8959 東京都千代田区霞が関３ー２－２

ヨハネスブルグ日本人学校
（南アフリカ共和国）
学習発表会で小学部４、５、６年生が合同で
劇を行いました。

深圳日本人学校（中華人民共和国）
小学部４年生の校外学習で近くの郵便局
を訪問しました。

上　段－ニューヨーク日本人学校
（アメリカ合衆国）

：修学旅行でワシントンＤＣを訪れ、国会議事堂の前で
　記念撮影をしました。

下段左－ドバイ日本人学校
（アラブ首長国連邦）

：音楽発表会で全校生徒が一丸となって、合唱を行いま
　した。

下段右－バルセロナ日本人学校（スペイン）：小学部4年生の授業でスペイン名物トルティージャを作り、
　現地文化を学びました。

ウィーン日本人学校（オーストリア）
現地のハウプトシューレプルカワ校と
交流を行い、手巻き寿司を一緒に作り
ました。

シドニー日本人学校（オーストラリア）
併設の国際学級の児童と一緒に昼食をとり、
交流を行いました。

表紙の写真

※このパンフレットは、再生紙を使用しています。


